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Abstract

Avarietyofenvironmentalanalysesofcommoditiesandtechnologieshavebeenmadewithan

Input-Outputtable(I-Otable),whichisusefultoevaluatetheirenvironmentalburdensconsidering

complicatedmutualdependenceofaneconomy.Whenanalyzingenvironmentalburdensassociated

withenergyconsumptionusinganl-Otable,weareconfrontedwiththedifficultiesofestimation

ofdirectfuelconsumptionineachsectorofanl-Otableandtreatmentofimportedgoodsand

services・Thisstudyaimstodevelopmethodswhichsolvetheabovedifficultiesandcalculate

directandindirectCO2emissionsineachsectorofJapanesel-Otableinl990.Theamountofdirect

fuelconsumptioninl-Osectorsisestimatedusingavarietyofpublicstatisticsinsteadofthe

quantitytableaccompanyingthel-Otable.Importedgoodsdon'tassumetobeproducedinJapan,

butactualfuelconsumptionisconsideredinproductionofthesegoodsoverseas.Theresultsof

thisstudypermittoanalyzetheemissionsofpollutantsrelatedtoenergyconsumptionwithanl-

Otablereflectingtheactualactivity.

1．はじめに

経済活動に必要不可欠なエネルギー消費に伴い，地

球温暖化の主因とされる二酸化炭素をはじめ様々な環

境影響物質が排出されている．これらの削減対策を立

案する際には，経済社会の複雑な相互依存関係を考慮

する必要がある．産業連関表は経済全体の財・サービ

スの流れを網羅したデータベースといえ，この目的に

おいて非常に有効な役割を果たす．

産業連関表を用いる上での大きな問題点に，各部門

での直接排出量の推計と輸入財の取り扱いとがある．

エネルギーを主たる起源とする環境汚染物質の排出を

推計するためには，その出発点となる各部門での直接

原燃料消費量が重要となる．この推計には，産業連関

表に付帯している物量表を用いることも考えられるが，
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物量表は試表として位置づけられており，実態と大き

く異なる部分がある．過去の研究でも物量表を主とし

ながらも様々な補正を実施している．本論文では，物

量表を使用せずに公の各種統計を用いることで，産業

連関表の部門別に，より実態に近い直接消費量を推計

する手法を提案している．また，輸入財の取り扱いに

関しては，過去の分析では輸入財を国産と仮定してい

る場合が多い．第一次近似としては良いが，国内と海

外の産業構造や利用技術の違いから実態と異なる結果

が出てしまう可能性は否めない．本論文では，輸入財

の取り扱いについてより実態に近い分析方法を示して

いる．これら二つの改善方法を用いて得られた，産業

連関表の各部門のCO2排出原単位を既往の分析結果と

比較し，その違いについて考察している．

2．産業連関表を用いた部門別排出原単位の推

計

産業連関表を用いることで，任意の産業部門に最終

需要が生じた場合に経済全体から排出される環境影響

物質量を求めることが可能である．ここでは，ある産
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業部門の財・サービス（以下では財）に対して最終需

要が生じた時に，すべての部門から排出される環境影

響物質量の合計を直接間接排出量と呼び，財1単位あ

たりの直接間接排出量を排出原単位と呼ぶ．財jの排

出原単位Ejは，財jの1単位の生産に伴い,j部門で

直接排出される物質量Ejと他の部門で間接的に排出

される物質量Ze!A,との合計であり，この関係は式

lのように記述される．ここで,Aijは財jをl単位生

産するために直接に必要となる財iの量である．

405

ej=Ej+Ze!A,(j=1～405)式1

E=E(I-A)･!式2

式2は式1を行列表示してEについて解いた結果で

ある．ただし,A,E,Eは，それぞれAij,Ej,ej,

を要素とする行列もしくはベクトルである.Aは産業

連関表から得られる投入係数行列であり，部門別直接

排出量ベクトルEを推計することで，すべての財・サー

ビスの直接間接CO2排出量を求めることが出来る．

式2では輸入財も国産財と同様に我が国と同じ生産

技術構造の基で生産されると仮定しているが，現実に

は生産活動は国内で閉じておらず，多種多様な財が輸

入されている．我が国では，一部の素材や天然資源を

輸入に大きく依存しており，それらの生産に関わる国々

の生産技術構造は我が国のそれと異なっている．した

がって，式2で求められる排出原単位は，実態とそぐ

わない結果となる可能性がある．輸入財を国産財と仮

定せずに排出原単位を求めるためには，海外も含めた

産業間の連関および海外の産業での直接排出量を知る

必要がある．しかし，それは実際には極めて困難であ

る．次善策として，輸入財の排出原単位すなわち海外

生産における現実の排出量をプロセス分析により求め

ることが考えられる．国内外の生産技術構造の違いの

影響を大きく受ける輸入財についてはプロセス分析で

排出原単位を推計する．我が国の場合，それに相当す

る輸入財は天然資源や素材であり，それらの排出原単

位はプロセス分析により比較的正確に求めることが可

能である．ただし，海外での産業間の複雑な相互依存

関係の影響を大きく受ける輸入財については，プロセ

ス分析で排出原単位を正確に求めることは困難となる．

そのような輸入財については国産財と仮定したほうが

良い．このように輸入財を国産財と仮定するものとし

ないものに，その特徴を考慮して2種類に分けて考え

ることで，実態に近い値を求めることが可能となる．

この考えに基づくと，我が国のj部門で生産される

エネルギー・資源

財の排出原単位Edjは式3のように記述される．Adijl

A'mij,A''mijは，それぞれ,j部門で1単位の財の生産

のために投入された国産財iの量，国産財と仮定した

輸入財の量，国産財と仮定しない輸入財の量である．

Em1は，輸入財の排出原単位であり，プロセス分析に

より求められる．財jの排出原単位は，部門jでの直接

排出量Ejと，国内での間接的な排出量Ze‘A鋤と，国

外での間接的な排出量(ZediAhjj+ZemiAhm)との合計

に等しい．

405 405 405

edj=Ej+ZediAd,+ZediAh,+ZemiAルリ

(j=1～405)式3

式4は式3を行列表示した上で，Edについて解い

た結果である．Ad,A'm,A''mはそれぞれAdw,A'"j,

A''mijを要素とする行列である.Adは国産財の投入係

数行列であり,A'mとA''画との和は，産業連関表の輸

入財の投入係数行列にAm相当し，産業連関表から求

めることが可能である．またEm,Ed,Eはそれぞれ

emi,edi,E!を要素とするベクトルである．

Ed=E(I-(Ad+A&))~!+S"Ah(1-(Ad+A&))-1
式4

em,Eを推計することで，式4より海外での実際の

排出を考慮して実態に近い排出原単位を求めることが

可能である．

3．部門別直接原燃料消費量の推計

3.1検討対象と推計の基本方針

我が国で公刊されている最新の産業連関表は1990年

表であり，基本分類（405部門）にしたがって各部門

における1990年における原燃料消費量を推計した・表

1に推計の対象とした33原燃料種を示す．CO2,SOx,

NO"の排出量を推定することを念頭において，燃料以

外の原料や廃棄物も対象とした．なお，国内での活動

を対象とし，我が国の事業者によって運行された船舶

および飛行機による国際輸送時に消費される燃料も含

んでいる')．

我が国の産業連関表に付帯する物量表には，部門別

の原燃料消費量が記載されている．しかし，すべての

原燃料を網羅していない．また，物量表は，産出表か

ら平均単価を用いて機械的に金額単位を物量単位に変

換して作成されているため，必ずしも実態を反映して

いない')．実態を反映した推計を実施するためには，

原燃料消費に関する一次統計を用いて推計する必要が

ある．しかし，405部門すべてに関する統計は揃って
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検討対象とした原燃料とCO2排出係数

g-CO2/Mcal(1～25),g-CO2/kg(26,29,30)

表1

単位

表2利用統計一覧

石油等消費動態統計年報

-次投入辮轆算表｜|画封豊入ｴﾈﾙｷー表蒸気受払表

自家発生電力・蒸気用
鮒斗消費量
力・蒸気用
§費量

工程用／自家発電用
蒸気比率

自家発電用
燃斗消費量

生産工程蒸気用
鮒斗消費量
産工程蒸気用
鮒斗消費量

画妾原燃料

消費量
妾
肖

画
．
．
〃

｢霧稲あ雨顧癬稲寵司文献2）より引用

図－1鉱工業主要部門におけるA,B種原燃料消費の推計

いない．ここでは，消費量の多い主要部門に関しては

一次統計を用いて詳細に推計し，消費量が比較的少な

い部門は大まかに推計するという基本方針を採用して

いる．鉄鋼，化学，窯業，紙パルプ，石油製品，電力，

自家発電，都市ガス，輸送に含まれる部門を主要部門

とし，すべてもしくは一部の原燃料消費量を表2に示

す統計を利用して詳細に推計した．表1に示すように

原燃料をA種(1-15),B種(16-25),C種(26-33)に

分けて，推計方法について記述する．

3.2A種およびB種原燃料消費量の推計

鉄鋼，化学，窯業，紙パルプ，石油製品産業に含ま

れる主要部門でのA種およびB種の消費量については，

動態統計を基礎として図-1のように推計した．品目ベー

スで原燃料消費量が記載されている動態統計は，連関

表の基本分類と良く対応しており部門別の消費量推計

に適している．ただし，連関表では，すべての自家発

電活動は自家発部門にまとめられているため，各品目

で自家発のために用いられた燃料を分離する必要があ

る．動態統計の一次投入量と直接投入量の差は蒸気を

生産するためにボイラーで消費された燃料に相当し，

生産された蒸気は自家発もしくは生産工程で用いられ

ている．動態統計の蒸気受払に記載されている蒸気の

使用目的別比率を用いて，各品目で自家発のために用

いられた燃料を求めている．各品目の1次投入量から

自家発のために用いられた燃料を差引いた量を，各品
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利用統計 略名

産業連関表 連関表

石油等消費動態統計表 動態統計

石油等消費構造統計表 構造統計

エネルギー生産需要統計年報 エネ統計

総合エネルギー統計 エネ ノミラ

日本貿易月表 貿易月表

資源統計年報 資源統計

紙パルプ統計年報 紙パ統計

化学工業統計 化工統計

窒業建材年報 窒業統計

鉄鋼統計年報 鉄鋼統計

電気事業便覧 電力便覧

電気調査統計月報 電力月報

電力需要の概要 電力需要

ガス事業統計年報 ガス統計

公益事業局資料 公益資料

陸運統計要覧 陸運統計

運輸エネルギー統計要便覧 運輸要覧

航空輸送統計年報 航空統計

厚生省資料 厚生資料

原燃料種 排出係数

A
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岨
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争
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■
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Ｂ
■
■
ｂ
■
ｂ
ｂ
ｂ
ｂ
Ｐ
ｐ
Ｏ
ｐ
ｈ

原料炭

一般炭

原油

LNG

天然ガス

揮発油

ジェット燃料

灯油

軽油

A重油

BC重油

ナフサ

LPG

コークス

都市ガス

363.00

37981

29418

20676

20676

28078

28104

28408

28742

29008

29750

27886

25055

45100

21410

B 16

一
一

７
－
８
－
９

１
－
１
－
１

一
一

20

21

22

23

24

25

改質生成油

炭化水素油

石油系炭化水素ガス

石油コークス

コークス炉ガス
吉
向 炉ガス

転炉ガス

電気炉ガス

炭鉱ガス抜きガス

回収黒液

294.90

32270

21720

38910

16867

1096.33

76710

76710

21040

39420

C 26

27

28

29

30

31

32

33

石灰石

事業用電力

自家発

一般廃棄物

産業廃棄物

鉄鉱石

硫化鉱

非鉄鉱

447.33
■■■■■■

－

773.64

1253.73

一

一
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石油事肖賢構造統計表
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業種月l用途月|原鰯斗消貿湿

工業縮十一産業連関表
コード対応表

部門別用途月|H“斗消賀困

鉱工業非主要部P

B種原鰡斗総消質屋

鉱工業の家発;，：：
鰐斗総消固湿

ロ」

燃焼比率
業非主要音酢弼|」
B種原鰯斗消圃湿

図－2鉱工業非主要部門におけるB種原燃料消費量などの推計

公益事業局資料（自家発電設備設置状況）

鉱工業以外自家発汽力.CTDE
誼合遍、辮轆

陦誤糠熟
鉱工業自家発
（cTDE】…

鉱工業の自家発汽力l
鰐斗消固湿

鉱丁墾以外の
’

’ ’

図－3自家発電部門におけるA,B種原燃料消費量などの推計

目が対応する部門の消費量としている．なお，動態統

計では指定品目のみが原燃料調査の対象となっており，

上述した5産業に含まれる一部の品目の原燃料消費量

は不明である．これらの品目の消費量は相対的に少な

いので，それに対応する部門での消費量は後述する非

主要部門と同様の取り扱いをしている．

事業用電力部門，都市ガス部門におけるA種および

B種の消費量は，それぞれ電力月報，ガス統計を用い

て全原燃料種を推計した．タクシー・バス部門のLP

G消費は陸運統計，航空輸送部門のジェット燃料消費

は航空統計，外洋輸送および沿海内水面輸送の重油消

費は運輸要覧を用いたが，これら以外の原燃料種につ

いては後述する非主要部門と同様の取り扱いをしてい

る．

自家発電部門における燃料消費量は構造統計と公益

資料とを主として推計した．鉱工業における汽力発電

の燃料消費量に関しては，まず，図-2に示すように構

造統計に記載されている業種別の自家発電力量とボイ
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業種別自家発生電力量

業櫛 I|田徐RlI廩搬 4消費2

ボイラー用 画勤畷栩 |’ 原料用 その他用

ロ

鉱工業自1
設備容！
罵発GT.DE）
!、辮糎

全自家発汽力.GT､DE)設備
総設備容量､総発電量

Eコ率元亀口凹 』vノ扉打イノ円皿睡、

形式月呼均設備矛媚率
（汽力、GT、DE）

形式別…汽力.GT・DE）

配分比率
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ラー用消費量とから，石油系・非石油系燃料別に業種

別自家発用燃料消費比率を推定した．この比率を用い

てボイラー用消費量を業種別燃料別に生産工程蒸気用

と自家発用とに分離し，鉱工業全体での自家発汽力用

の消費量を推計した．一方，内燃機関および鉱工業以

外の自家発電で消費した燃料は，図-3に示すように公

益資料を主として推計した．各自家発設備の設備容量

と平均設備利用率とから部門別形式別燃料種別発電量

を求め，発電効率を仮定して燃料消費量を求めている．

一方，上記の主要部門以外の部門（非主要部門）の

A種消費量は，総消費量から主要部門の消費量を差し

引いた残りを連関表の産出額に比例して配分すること

で推計した．なお，総消費量は，都市ガスはガス統計，

それ以外のすべての原燃料はエネ統計と貿易月表より

求めている．

非主要部門でのB種消費量は，図-2に示されるよう

に構造統計に基づいて算出している．構造統計では，

工業統計コードで分類された業種別に各原燃料種の消

費量が記載されているため，工業統計一産業連関表コー

ド対応表を用いて部門別仮消費量を推計した．ただし，

既に述べたように各業種の原燃料消費量から自家発の

ために消費された燃料を分離している．総消費量から

主要部門消費量を差引いた残りを，仮消費量に比例し

て各部門に配分することで，各非主要部門の消費量を

決定した．なお，鉱工業以外の非主要部門でのB種消

費量はゼロとしている．

3.3C種原燃料種消費量の推計

電力消費量に関しては，まず，家計および3次産業

部門の消費量を連関表の産出額と電力単価とから決定

し，電力月報の需要電力量より家計および3次産業部

門の消費量を差引いた残りを1次，2次産業での消費と

した．鉱工業主要部門の消費量は動態統計から求め，

それらをさらに差引いた最後の残りを産出額に比例し

て非主要部門に配分した．なお，事業用電力部門での

電力消費は所内動力と送配変電ロス分の合計であると

し，電力月報の発電電力量と需要電力量との差である

とした．

自家発電消費量は，鉱工業主要部門に関しては図－1

に示すように動態統計から推計しており，鉱工業非主

要部門に関しては構造統計より得られる鉱工業総発電

量から主要部門での消費量を差引いた残りを連関表の

産出額に比例して配分している．鉱工業以外の部門に

おいては，図-3のように公益資料を主として推定して

いる．ただし，事業用電力部門での消費量は，自家発
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電購入量とした．また，自家発部門での自家消費は公

益資料の総発電量からすべての部門の自家発電力消費

量を差引いた残りであるとした．

石灰石については，資源統計，窯業建材，鉄鋼統計

から推計した．廃棄物の処理量については，厚生資料

に掲載されている廃棄物種類別処理方法（埋立焼却）

別処理量から推計した．鉄鉱石，硫化鉱，非鉄鉱石の

消費量については，鉄鋼統計，資源統計，化工統計か

ら推計した．

4.CO2排出原単位の推計結果

4.1前提条件

各部門から直接排出されるCO2量は，部門別直接原

燃料消費量に，各原燃料のCO2排出比率（燃焼比率）

とCO2排出係数を掛け合わせることで求められる．表

1に利用したCO2排出係数を示している.CO2排出比

率の推計に関しては文献2)を参照されたい．本推計で

は,CO2は大気中に排出した部門が，負荷を全て背負

うと仮定している．また，第2章で述べたように，海

外における生産活動を考慮してCO2排出原単位を求め

るためには，輸入財のCO2排出原単位を別途求めてお

く必要がある．本推計においては，輸入される鉄鉱石，

石炭，原油,LNG,アルミ新地金について，プロセ

ス分析法によって求められた排出原単位を用いた（表

3)．これら以外の輸入財についてはすべて我が国と

同じ生産技術構造の基で生産されたと仮定した．

表3輸入財のCO2排出原単位

単位:kg-CO2/t

CO2排出原単位

鉄鉱石 124.7

石炭 77.0

原油 69.9

LNG 409.6

アルミ新地金 7611.6

4.2推計結果の比較

（1）原燃料消費量の推計方法の違いによる差

表4は，原燃料消費用の推計方法の違いに大きく影

響される代表的な部門について，本研究で推計された

CO2排出原単位と既往の研究によるものとを比較して

いる.Aが本研究の結果,Bが文献3)より引用した慶

応大学の結果,Cが文献4)より引用した国立環境研究

所の結果である.Bは連関表（物量表）と構造統計を

主として,Cは連関表（物量表）を主として，部門別
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表4代表的な部門のCO2排出原単位の比較

単位:t-CO2/百万円

表5輸入財の取り扱い方法の違いによるCO2排出原

単位の差単位:t-CO2/百万円

的に小さくなっている大きな要因のひとつである＊2)．

自家発電部門の排出原単位に関しては,Aの値が特に

大きくなっている．これは，価格の歪みに加え，連関

表の作成時点における各部門の自家発活動による燃料

消費量の自家発電部門への移行が，不十分であったこ

とも大きな要因である*3)．実際に，連関表から得ら

れる情報から発電効率を算出してみると60%以上と極

めて高くなる．熱電併用を考慮してもこの値は大きす

ぎ，燃料消費量が過少評価されていることを示してい

る．

一方，鉄鋼関連部門については異なる傾向が見られ

る.B,Cとも，これら部門に関しては，実態を考慮

した補正を加えているため，鉄鋼下流部門は3者とも

比較的近い値となっている．表4を見る限りCの値が

大きいが，これは高炉ガスと転炉ガスに含まれるCO2

の配分方法が異なるためである*1).これらを一致さ

せれば3者とも比較的近い値になると予想される．

また，鉄鋼関連部門以外でもいくつかの部門ではA

の値の方が小さくなっている．これは価格の歪みより

CO2排出比率の違いなどの他の要因の影響が大きいた

めである．

（2）輸入財の取り扱い方法の違いによる差

表5は，輸入財をすべて国産と仮定した式2(A)

と輸入財の海外生産の実態を考慮した式4(A')と

の直接原燃料消費量を推計している．なお，用いられ

ている原燃料のCO2排出係数は高炉ガスと転炉ガスを

除いて三者ともほぼ同じである*')．また，式2を用

いて推計した結果であり，用いている投入係数行列は

三者で多少異なるが，それによる影響はそれほど大き

くないことが確認されている．

表4より，各部門の排出原単位は，直接原燃料消費

量およびCO2排出比率の推計方法の違いにより，大き

な差が生じることがわかる．鉄鋼業を除いた各部門の

排出原単位は，全体的にはBとCとに比べてAは大き

な値となっている．これらの部門の主要な原燃料の消

費量を推計する際に,B,Cでは主として物量表を用

いている．物量表は連関表の産出額に平均単価を掛け

合わせることで作成されているために，低価格で販売

されている部門での消費量は過少評価されることにな

る（価格の歪み)．エネルギーを多く消費している主

要部門へは，他の部門に比べて低価格で販売されてい

ると考えられる．これが,B,Cの排出原単位が相対

注2)Bでは物量表に記載されていない原燃料種について構

造統計を用いて補完しているが,Cでは鉄鋼副生ガス

以外の黒液や炭化水素ガスなどの原燃料については対

象外としている．また,BとCとでは用いているCO2排

出比率も異なる．そのため，両者とも物量表ベースの

推計でありながら値が異なっている．

注3）同じ物量表ベースの推計でありながら,BとCとが大き

く異なる主因は高炉ガスと転炉ガスとの排出係数の違

いにある．

注1)Cで用いている高炉ガス，転炉ガスの排出係数は,A

とBとのそれよりも小さい．これら副生ガス中に含ま

れるCO2を,AとBとでは副生ガスの消費側へすべて

配分しているが,Cでは消費側だけでなく発生側へも

配分しているためである．
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コード部門別
本研究

A

慶応大

B

国環研

C

(B-A)

/A

(C-A)

/A

181101パルプ

181201洋紙・和紙

181301板紙

181302段ポール

18.08

17.27

14.31

9．09

9.02

15.12

11.43

7．27

6.85

9.19

8.70

5.90

％
％
％
％

０
２
０
０

５
１
２
２

｜
｜
｜
’

％
％
％
％

２
７
９
５

６
４
３
３

’
一
一
一

201101アンモニア

202101ソーダエ業製品

脂
脂
脂

樹
樹
樹

性
性
性

化
塑
能

硬
可
機

熱
熱
高

０
０
０

２
１
２

１
２
２

０
０
０

３
３
３

２
２
２

29.48

19.27

13.97

9．14

7．64

15.90

20.01

6．00

9．23

6．21

46.92

17.22

6．60

8．15

7．18

％
％
％
％
％

６
４
７
１
９

４
５
１

’
’
一

59％

％
％
％

１
３
１

１
５
１

’
一
一

－6％

211101石油製品

212101石炭製品

4.36

20.23

3.20

37.43

4.07

14.79

-27％

85％

－7％

-27％

252101セメント

252201生コンクリート

89.77

23.32

84.84

21.67

78.59

20.72

％
％
５
７
一
一

％
％
２
１
１
１
｜
’

261103粗鋼(転炉）

261104粗鋼(電気炉）

262101熱間圧延鋼材

262201鋼管

262301冷間仕上鋼材

262302めっき鋼材

29.36

11.22

17.93

11.47

12.43

9．90

27.87

19.82

19.52

11.85

13.15

9．58

44.31

13.97

23.98

14.17

15.37

10.55

－5％

77％

％
％
％

９
３
６

－3％

％
％
％
％
％
％

１
５
４
４
４
７

５
２
３
２
２

511100事業用電力

511104自家発電

25.23

155.70

23.95

84.55

23.16

44.59

－5％

-46％

－8％

-71％

712102ハイヤー・タクシー

714101外洋輸送

715101航空輸送

2.51

24.84

8．64

4.94

9.99

8.94

2.65

15.21

9．09

96％

-60%

3％

％
％
％

６
９
５
３

コード 部門 式2(A)式4(A')(A'-A)/A

272202アルミ圧延製品

272203非鉄金属鋳鍛造品

512101都市ガス

281201建築用金属製品

271104アルミニウム(含再生）

362901自転車

391906武器

342105内燃機関電装品

261101銑鉄

261103粗鋼(転炉）

272101電線・ケーブル

354102自動車用内燃機関

341101回転電気機械

4．89

4．70

2．63

3．75

7．08

2．49

2．34

2.37

51.17

29.36

3．55

2．98

3．03

13.02

9．20

3．84

5．36

9．54

3．05

2．66

2.66

56.62

52.47

3．92

3．29

3．34

166％

96％

46％

43％

35％

23％

14％

12％

11％

11％

11％

11%

10%
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を用いてCO2排出原単位を推計した場合に,10%以上

の差が生じた部門を取り出して示している．表5には

示されていないが，ほぼすべての部門において式4に

よる値の方が大きい．式2で求めた値が大きい部門も

存在するが，最大でも5％の差である．式4の値が式

2の値より大きくなっている主たる原因は,LNGの

液化とアルミ新地金の製錬について海外での実際の活

動を考慮したことにある．都市ガスの製造には輸入L

NGが用いられているため，国産と仮定した場合，液

化が無視され過少評価される．また，輸入アルミの多

くは新地金であり，国産と仮定すると新地金の製錬工

程が考慮されないため，それに関連する部門の排出原

単位は過少評価される．表5には示されていないが，

アルミ新地金の製錬が主たる原因で，多くの機械製品

の排出原単位は式4で求められた値の方が5～10％ほ

ど大きくなっている．なお，式4では輸入財の海外生

産の実態を考慮しているとはいえ，海外でのCO2排出

量を積み上げ法で求めているため，表5に示す値でも

まだ過少評価になっている可能性がある．

5．結論

本論文では，産業連関表を用いてより実態を反映し

た環境分析を可能にするために，部門別原燃料消費量

の推計と輸入財の取り扱いとに関する方法を提案して

いる．これらの方法を用いて得られた結果と既往の分

析による結果とを比較した結果，一部の部門ではCO2

排出原単位が大きく異なることが見出された．産業連

関表を用いた環境分析を実施していく上で，各部門で

の直接燃料消費量の推計および輸入財の取り扱いが非
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常に重要であることが定量的に明らかになった．

本研究では，公の統計を用いて産業連関表の部門別

に実態に即した原燃料消費量を推計する方法を構築し，

実際に消費量を推計している．この推計結果を利用す

ることで，産業連関表を用いて実態を反映した環境分

析が可能となる．今後，産業連関表を用いた環境分析

は重要になると期待され，公的機関によって信頼でき

る統一された物量表が作成されることが望まれる．こ

こで提案する推計方法は完全なものとは言えないが，

統一物量表の作成の基礎となるものである．また，輸

入財については，すべて国産財と仮定するのではなく，

アルミ新地金など一部の輸入財の海外における間接的

な排出は積み上げ法により求めて取り込む方が現段階

では実態に近い．次のステップとしては主たる海外の

産業も投入係数行列に組み込むことが考えられる．海

外のすべての連関を捕らえるのはかなり困難であるが，

エネルギー消費に伴う環境影響物質の排出量を推計す

る限りは主たる産業だけを組み込めば，精度を十分高

めることは可能である．
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